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研究要旨 

平成 28 年 6 月に策定された薬剤耐性（AMR）対策アクションプランにおいて、地域の病

院と関係機関（診療所、薬局、高齢者施設、保健所、地方衛生研究所等）とが連携した地

域における総合的な感染症対策に係るネットワークの構築が求められているが、既存のネ

ットワークについては様々な形態があり、標準モデルは定まっていない。感染症対策のネ

ットワークを各地域で構築するため、具体的なモデルを提唱し、種々の AMR 対策の効果に

ついて検証を行うのが本研究の目的である。 

初年度の平成 29 年度に、47 都道府県・20 指定都市の院内感染対策担当部局又は感染症

対策部局の担当者を対象に実施、２年目の平成 30 年度は、モデル事業化する際の参考と

なるよう実施要綱（案）を作成した。本研究班で実施したモデル事業が一つの契機とな

り、令和２年度より、厚生労働省において「抗菌薬適正使用推進モデル事業」が開始され

ることとなった。３年目の令和元年度は、令和２年度の事業化に向け検討を行った。 

三重県においては、平成 27 年度に三重県感染対策支援ネットワーク（Mie Infection 

Control Newtork: MieICNet）（http://www.mie-icnet.org/）を構築し、モニタリングとアクシ

ョンを２つの柱として、様々な活動を行っている。AMR に関するモニタリングとしては、

県内の医療機関を対象に微生物サーベイランス（Mie Nosocomial Infectious 

Surveillance: MINIS）と抗菌薬サーベイランス（Mie Antimicrobial Consumption 

Surveillance: MACS）を実施している。上記に加え、本研究班では、レセプト情報・特定

健診等情報データベース（NDB）を用いて全国の抗菌薬使用量を網羅的に把握する取り組

みも行っている。アクションとしては、感染予防・管理と抗菌薬適正使用の２つを大きな

テーマとして、医療従事者向け、高齢者施設向け、市民向けに研修会を開催するなど教

育・啓発活動を行った。MieICNet の運営要綱、活動内容、講演資料、各種サーベイランス

データ等については、他の参考となるよう、ホームページ上で公開しており、３年間の研

究においてサーベイランスを実施するための仕組みや、教育・啓発方法を提示することで

地域ネットワークのモデルを提唱することができた。 
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A. 研究目的 

平成 24 年度の診療報酬改定により感染症対策

の地域連携が全国で行なわれるようになったが、

この連携は数病院単位の医療機関間連携であり、

薬剤耐性（AMR）対策アクションプランが求めてい

る地域の病院と多くの関係機関とが連携した総合

的な感染症対策ネットワークを構築するには、よ

り広域で組織的な体制整備が必要となる。 

全国の各地域において、感染症対策の地域ネッ

トワークを構築する上で参考となるよう、ネット

ワークの組織体制・活動内容及び構築のプロセス

を提示するとともに、種々の AMR 対策のうち、効

果のある活動を選定することが本研究の大きな目

的である。 

上記の大目標を達成するため、具体的には、①

全国各地の感染症対策に係る地域ネットワークの

構築状況・活動内容等を把握し、モデル事業化す

ること、②地域における微生物サーベイランス・

抗菌薬サーベイランスを実施するための体制を整

備すること、③医療機関・高齢者施設等の職員や

市民を対象に抗菌薬適正使用や感染症対策の教

育・啓発方法を構築することを研究の目的とした。   

 

B. 研究方法 

本研究は、（１）感染症対策に係る地域ネットワ

ークの構築状況に関する全国調査及びネットワー

クの事業化の検討と（２）三重県における取り組

みの２部構成で実施した。 

（１）地域感染症対策ネットワークの全国調査及

びネットワークの事業化の検討 

感染症対策の地域ネットワークの標準モデルを

検討するにあたり、全国の感染症対策の地域ネッ

トワークの現状と課題を把握するため、アンケー

ト調査を実施した。行政機関を含めたネットワー

クであることから、アンケートの対象者は、都道

府県・指定都市の院内感染対策担当部局又は感染

症対策担当部局とした。アンケートの実施にあた

っては、研究代表者、分担研究者に加え、三重県感

染対策支援ネットワーク（Mie Infection Control 

Newtork: MieICNet）に関わる医療者、行政職員、

また、他地域において、AMR 対策や地域ネットワー

ク構築を推進している専門家の医師にも協力いた

だき、できるだけ多くの視点を踏まえて調査項目

を設定した。本調査は、研究代表者の田辺が主に

担当した。 

２年目は上記アンケート調査の結果をもとに国

がモデル事業化する際の留意事項について検討し

た。また、３年目は、令和２年度より厚生労働省に

おいて、「抗菌薬適正使用推進モデル事業」が開始

されることを踏まえ、三重県における事業化につ

いて検討した。本検討は、研究代表者の田辺が主

に担当した。 

 

（２）三重県における取り組み 

 MieICNet では、図１で示される「アウトブレイ

ク発生時の支援」「感染対策相談」「微生物特殊検

査支援」「微生物・抗菌薬サーベイランス」「感染症

関連の情報共有」を主な事業として現在活動して

いる。本研究では、既存の取り組みに加え、新たに

実施する取り組みも含め、地域ネットワークで行

う各種事業の内容・体制構築のプロセスを整理し

た。 

研究代表者の田辺は、三重県が実施主体となり、

業務の一部を三重大学が委託している MieICNet

の運営を担当した。中でも、改善支援班と三重県

内の病院・診療所・高齢者施設の感染対策担当者

を対象とした感染対策研修会を担当しており、こ

れらの取り組みについて整理した。 

 研究分担者の中村は、微生物サーベイランス

（ Mie Nosocomial Infectious Surveillance: 

MINIS）を担当しており、三重県内の医療機関を対

象とした微生物サーベイランスを実施するととも

に、サーベイランスシステム構築のプロセスを整

理した。また、AMR 対策アクションプランの成果指

標への対応方法を検討した。 
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図１ MieICNet のパンフレット 

 研究分担者の村木は、研究協力者の木村ととも

に、抗菌薬サーベイランス（Mie Antimicrobial 

Consumption Surveillance: MACS）を担当してお

り、三重県内の医療機関を対象とした微生物サー

ベイランスを実施した。また、研究協力者の山崎

とともに、レセプト情報・特定健診等情報データ

ベース（NDB）を用いた網羅的な抗菌薬使用量調査

方法を検討した。 

 研究分担者の鈴木は、将来的に抗菌薬適正使用・

感染症診療を支えていく屋台骨となる初期研修医

を対象とした教育プログラムを検討した。 

 研究分担者の新居は、MieICNet 活動の一環とし

て、研究協力者の松島らが中心となって実施して

いる高齢者施設等を対象とした研修会、および、

薬剤耐性（AMR）対策推進月間である 11 月を中心

に市民への啓発方法を検討した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は体制整備についての研究であり、個人

が識別可能なデータは取り扱わないが、微生物デ

ータや抗菌薬データを扱う際には、データの漏洩

等のセキュリーティー対策を徹底するとともに、

データを公表に際は、施設名が特定できないよう

に配慮した。 

 

C. 研究結果 

（１）地域感染症対策ネットワークの全国調査及

びネットワークの事業化の検討 

平成 29 年９月、47 都道府県及び 20 指定都市の

院内感染対策担当部局又は感染症対策担当部局の

担当者を対象にアンケート調査を実施し、「感染症

対策の地域ネットワークに関するアンケート調査

結果報告書」をとりまとめた（資料１）。本アンケ

ートでは、①既存のネットワークについての質問

と、②今後ネットワークを構築するにあたり、ど

のような形が望ましいか、あるべき論での質問の

２部構成とした。 

47 都道府県のうち 37（79％）、20 指定都市のう

ち 16（80％）より回答を得た。回答があった 37 都

道府県のうち 24（51％）、16 指定都市のうち９

（56％）において、何らかのネットワークが構築

されていた。 

①感染症対策の地域ネットワークの現状 

・都道府県 34、指定都市 12 の計 46 のネットワ

ークが構築されていた。 

・実施主体は、大学病院 26%、保健所 22%、県・

院内感染対策部局 18%、県市・感染症対策部局

14%などであった。15%において業務委託が行な

われていた。運営会議体は 80%で開催されてお

り、57%のネットワークは活動資金を有してい

た。 

・ネットワークの参加施設は病院が主な対象で

あったが、医科診療所や高齢者施設においても

40%程度のネットワークが対象としていた。 

・活動内容としては、講演会の開催、相談支援、

情報発信、訪問ラウンド、改善支援の順に行わ

れていた。また、各活動・費用支弁のスキーム

の実例を提示した。 
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・対象としている感染症・感染対策としては、

薬剤耐性（AMR）対策、感染症対策全般、インフ

ルエンザ・ノロウイルス、アウトブレイク対応

の順に多かった。 

②感染症対策の地域ネットワークの今後 

・自治体の 98％の担当者が感染症対策の地域

ネットワークは必要との回答であった。 

・ネットワークの地域単位として、都道府県・

二次医療圏・保健所単位など様々な回答があっ

たが、各単位が重層的となったネットワークが

良いとの意見も多くみられた。 

・実施主体については、都道府県の院内感染対

策部局・感染症対策部局が連携すると良いとの

回答が も多く、市や病院との共同も含め、都

道府県が実施主体という回答が 70%であった。 

・ネットワークにおける都道府県・保健所・病

院（大学病院・感染症指定医療機関等）が果た

すべきと考えられる役割を列挙した。 

・対象とすべき施設として、病院・診療所は全

て対象との回答が、対象施設を限定するよりも

多かった一方、高齢者施設・保険薬局について

は、希望する施設を対象とする回答が多かった。 

・都道府県・指定都市の AMR 対策アクションプ

ランが必要との回答は 47%、また、ネットワー

ク構築に関する国からの通知は 88%で必要、ネ

ットワーク構築に国からの補助は 96%で必要と

の回答であった。 

2016 年 4 月に策定された薬剤耐性（AMR）対策ア

クションプランにおいて、地域感染症対策ネット

ワークは、以下の要件を有することが求められて

いる。 

① 関係機関として、病院・診療所・薬局・

高齢者施設・保健所・地方衛生研究所

を含み、感染症に関して総合的なネ

ットワークであること 

② 薬剤耐性に関する動向調査活動や抗

微生物薬の使用量に関する指標を用

いた量的・質的な評価（サーベイラン

ス）ができる体制を有すること 

③ 感染予防・管理（IPC）、薬剤耐性感染

症の集団発生対応支援、抗微生物薬

の適正使用の推進に関する取り組み

（AMR 対策アクション）を行うこと 

アクションプランにおいて、「地域における総合

的な感染症対策ネットワークの具体的な活動モデ

ルを構築し、段階的に全国での整備を支援する」

とされていること、また、成果指標として、要件を

満たす「地域感染症対策ネットワーク（仮称）」を

設立した自治体数が挙げられていることから、全

国各地で構築可能な標準モデルを設定し、その要

件を定める必要がある。 

〇 ネットワークを構築するにあたり、まず対象

地域・実施主体を設定する必要がある。資料１

のアンケート調査結果からは、地域単位として

は、「都道府県を基本としつつ、指定都市・二次

医療圏単位、保健所単位など重階層的なネット

ワーク」が良いと思われる。この点を踏まえ、

事業として、全国での整備を目標とすると、都

道府県並びに保健所を設置する市及び特別区

（以下「都道府県等」）が対象地域・実施主体と

して適切と思われる。実施主体は自治体とする

一方で、実施主体となる自治体が行うべき事務

を除き、事業の全部または一部を大学、基幹病

院、医療系団体等に委託することができる形が

望ましいと思われる。 

〇 次いで、ネットワークの方針等を決定する関

係機関・団体による運営会議体を設置する必要

がある。構成員としては、行政機関（医療法所

管部署・感染症法所管部署・保健所・地方衛生

研究所等）関係者、感染症にかかわる医療系団

体（地域の医師会・病院協会・看護協会・薬剤

師会・臨床検査技師会・老人保健施設協会・老

人福祉施設協会など）関係者、感染症・感染対

策の専門家を含めることが望ましい。 

〇 ネットワークの対象施設については、アクシ

ョンプランにおいて列挙されているように、感
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染防止対策加算における地域連携を念頭に入

れておく必要がある。また、感染症対策はすべ

ての施設において取り組む必要があること、本

ネットワークがセーフティーネット（地域の感

染対策の相談・支援の窓口）としての役割も期

待されることから、対象地域のすべての施設を

含むことが望ましい。すべての施設を含むネッ

トワークの構築が難しい場合は、ネットワーク

への参加を強制するものではないが、広く参加

を呼びかける取組は求められる。施設として、

まずは、病院・医科診療所・高齢者施設を対象

とすることが望ましい。 

〇 地域ネットワークが行う事業の内容としては、

大きく（ア）サーベイランスと（イ）AMR 対策

アクションに分けられる。 

（ア）サーベイランスは、アクションプランでも列

挙されているように、対象地域における微生物

サーベイランスと抗菌薬サーベイランスを行

い、運営会議体等で評価を行うことや、研修会

等を通じて周知することが望まれる。全国均一

のサーベイランス体制とすることを前提とす

ると、2019 年 1 月に開始となった J-SIPHE

（ Japan Surveillance for Infection 

Prevention and Healthcare Epidemiology：感

染対策連携共通プラットホーム）（https://j-

siphe.ncgm.go.jp/）または J-SIPHE に準じた

サーベイランス体制を構築することが要件に

なると思われる。J-SIPHE を導入する場合、参

加 施 設 規 約 （ https://j-

siphe.ncgm.go.jp/download/J-SIPHE 参加施設

規約.pdf）によると、参加施設は、感染防止対

策加算１・２を前提として設計されているため、

対象地域の①感染防止対策加算１・２連携、次

いで、保健所管内・二次医療圏、さらに都道府

県全体など、重層的にデータを積み上げていく

必要がある。一方、都道府県全域で独自のサー

ベイランスを行っている地域においては、都道

府県全体のデータを地域別や病床規模別など

で分けてデータ分析できる体制構築が望まし

い。 

（イ）AMR 対策アクションとしては、さまざまな取

組があげられる。アクションプランの成果指

標として挙げられている微生物の薬剤耐性率

の低下や抗菌薬使用量の減少につながる内容

を含む必要がある。AMR、感染対策、抗菌薬適

正使用推進にかかる講演会の開催やホームペ

ージでの情報発信、薬剤耐性菌による集団発

生への対応支援体制の構築、感染症対策・抗

菌薬適正使用支援にかかる専門家派遣、コン

サルテーションなどが挙げられる。その他、

地域の薬剤耐性菌の菌株解析・微生物検査支

援、災害時の感染症対策、保険薬局における

AMR 対策、市民啓発などの先進的な取り組みを

行っている地域もあるが、まずは、全国どの

地域でも実施できる内容を要件としてネット

ワーク事業を開始し、発展的な取り組みのう

ち AMR 対策上有用で、他地域でも実践可能な

内容であれば、事業の要件として追加してい

く方法が良いと思われる。 

以上の考察を踏まえ、地域感染症対策ネットワ

ークモデル事業を開始する際の参考となるよう、

モデル事業実施にあたっての検討事項・モデル事

業実施要綱（案）（資料２）を作成した。また、上

記、モデル実施要綱（案）をもとに、各自治体の参

考となるよう〇〇県感染症対策ネットワーク設置

運営要綱（例）（資料３）を作成した。 

上記の成果も一つの要因となり、厚生労働省は、

都道府県単位で、「地域 AMR 協議会（仮称）」を設

置し、地域の多様な関係主体（病院、診療所、薬

局、高齢者施設、保健所、地方衛生研究所等）が参

画するネットワークを構築し、地域レベルでの抗

菌薬適正使用を推進するために、令和２年度から

の新規事業として「抗菌薬適正使用推進モデル事

業」を開始することとした（図２：令和元年度全国

厚生労働関係部局長会議 健康局資料（令和元年

1月 17 日）。 
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図２ 抗菌薬適正使用推進モデル事業（案）概要 

（https://www.mhlw.go.jp/topics/2020/01/dl/6_kenko-02.pdf） 

三重県においては、すでに、地域の多様な関係

主体が参画する三重県感染対策支援ネットワーク

（http://www.mie-icnet.org/）を構築しているこ

とから、現行の MieICNet 事業を骨格として、本

研究班で行った３年間の取組内容も参考に、令和

２年度から新規に開始される抗菌薬適正使用推進

モデル事業の内容を踏まえ、MieICNet の体制を

再構築することとした。 

 国のモデル事業案で示されている内容のうち、

三重県が事業化するにあたり新たに検討が必要な

事項として、専門医師による相談支援、抗菌薬適

正使用の申合せ策定がある。MieICNet では、感

染対策の相談体制は構築されていることから、医

師による抗菌薬適正使用に係る相談支援を含め、

相談体制を再構築していく。抗菌薬適正使用につ

いては、これまで講演会を通じた教育・啓発を行

ってきているが、取組自体は各施設において行わ

れているのが現状であり、地域での一定の申合せ

を作成する必要がある。来年度、事業化を進めて

いく上で、地域での申合せ策定（plan）、抗菌薬

適正使用の推進（do）、サーベイランスの地域分

析（check）、申合せの見直し（action）の PDCA

サイクルが地域 AMR 協議会（仮称）を中心に回っ

ていくような体制を構築していくことが必要であ

る。 

 

（２）三重県における取り組み 

１．アウトブレイク発生時の改善支援 

三重県内の医療機関において感染防止対策加算

１を取得している医療機関の ICT（医師・看護師・

薬剤師・臨床検査技師）を中心に、改善支援班員

71 名、相談支援班員 17 名（改善支援班員から選

定）が登録されており、必要時、支援を行うことが

できる体制がとられている。 

 多くの専門家を改善支援班員として登録してお

り、これら改善支援班員の質向上を目的に、平成

29 年度～令和元年度の３年間、改善支援班員を対

象とした研修会を実施した。１年目は、改善支援

班活動の概要、支援側の経験者の講演、架空の事

例をもとにしたグループワークを行った。２年目、

３年目は、国立感染症研究所・感染症疫学センタ

ー第一室・主任研究員の山岸拓也氏を講師として

招き、架空の事例をもとにしたグループワークを

行った。 

改善支援班研修会は定期的に必要かとのアンケ

ート調査において、毎年、必要との回答が大半で

あり、経験する機会が乏しい改善支援の実施に関

するトレーニングは定期的に行っていく必要があ

ると考えられた。 

また、平成 30 年度に、相談支援班のあり方につ

いて、相談支援班員が集まり検討を行った。現在、

FAX、メールでの問い合わせとしているが、質問者

側からは、電話での相談のニーズもあがっている。

加算１の複数の施設を窓口とする案も挙げられた

が、各施設として相談を受けたのか、またMieICNet

の事業として受けたのかの線引きがあいまいであ

る、記録に残すことが難しいなどの意見が挙げら

れた。令和 2 年度以降、抗菌薬適正使用推進モデ

ル事業を開始するにあたり、抗菌薬適正使用に係

る相談体制の構築も必要となるため、感染対策相

談（ICT 的内容）、抗菌薬適正使用に係る相談（AST

的内容）を含めた相談体制を再構築していく。 
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２．感染対策担当者を対象とした感染対策研修会 

病院・診療所・高齢者施設の感染対策担当者を

対象とした研修会を年２回定期的に開催している。 

第１回の研修会は、毎年夏に、前年度時に実施

した各種事業（改善支援・相談支援・MINIS・MACS）

の報告を行っており、（H29 年度）176 名、（H30 年

度）175 名、（R元年度）224 名の参加があった。第

２回目の研修会は、冬に実施しており、（H29年度）

116 名、（H30 年度）115 名、（R元年度）114 名の参

加があった。様々な職種が参加していることから、

できるだけ興味を持ってもらえるようなテーマの

選定を行っている。 

過去の講演テーマ： 

・診療所からみた感染症サーベイランスの活用 

・アンチバイオグラムの活用 

・高齢者施設における感染対策の取組み 

・三重県内での麻疹アウトブレイクへの対応 

・地域における抗菌薬適正使用の取組 

・抗菌薬適正使用・AST 活動について 

・嚥下・口腔ケアについて 

・AMR に挑む！（高齢者施設での取組み、クリニ

ックでの取組み、日本の現状） 

など 

 MieICNetでは、研修会に参加できなかった方に

も情報提供するため、MieICNet のホームページに

おいて感染対策研修会の資料を掲載している

（http://www.mie-icnet.org/lecture/）。 

 

３．微生物サーベイランス（MINIS） 

微生物サーベイランスについては、分担研究者

の中村が担当した。MINIS は、JANIS フォーマット

のデータを取り込むことができるシステムとして

いるため、JANIS 参加施設には、新たな業務が発生

せず、データ提供できる形となっている。また、

JANIS に参加していない病院もできるだけ参加で

きるようデータ作成用ツールをホームページで提

供している。 

還元情報としては、各医療機関に自施設のデー

タをフィードバックすることに加え、三重県全体・

病床規模別・地域別の３種類の還元情報を作成し、

MieICNet の研修会でフィードバックした。2019 年

のサーベイランス結果と 2017 年および 2018 年の

サーベイランス結果を比較すると、黄色ブドウ球

菌のメチシリン耐性率は経年的に減少、大腸菌の

フルオロキノロン耐性率は 40％前後で推移、緑膿

菌のカルバペネム耐性率は、やや増加傾向、大腸

菌・肺炎桿菌のカルバペネム耐性率は、ほぼ同等

の結果で推移していた。2019年の時点においては、

耐性菌の全項目において、AMR 対策アクションプ

ランの 2020 年の目標値を達成していないことが

分かった（表１）。 

表１. MINIS・AMR アクションプラン成果指標 

指標 
2017 年 

(通年) 

2018 年 

(通年) 

2019 年 

(通年) 

2020 年 

目標値 

黄色ﾌﾞ

ﾄﾞｳ球菌

ﾒﾁｼﾘﾝ耐

性率 

52.6％ 50.3％ 49.9％ 
20％ 

以下 

大腸菌ﾌ

ﾙｵﾛｷﾉﾛﾝ

耐性率 

39.3％ 40.1％ 38.8％ 
25％ 

以下 

緑膿菌ｶ

ﾙﾊﾞﾍﾟﾈﾑ

耐性率 

IPM：

12.9％ 

MEPM: 

7.8％ 

IPM：

14.0％ 

MEPM: 

8.6％ 

IPM：

14.2％ 

MEPM: 

8.0％ 

10％ 

以下 

大腸

菌・肺

炎桿菌ｶ

ﾙﾊﾞﾍﾟﾈﾑ

耐性率 

IPM：

0.4％ 

MEPM: 

0.6％ 

IPM：

0.3％ 

MEPM: 

0.7％ 

IPM：

0.3％ 

MEPM: 

0.6％ 

0.1～

0.25％ 

 

４．抗菌薬サーベイランス（MACS） 

抗菌薬サーベイランス（MACS）については、分担

研究者の村木が担当した。MACS は、抗菌薬使用動

向 調 査 シ ス テ ム （ Japan Antimicrobial 

Consumption Surveillance:JACS）を用いて実施し
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ている。 

 2018 年の登録施設は、AUD 24 施設、DOT 21 施

設で年々増加した。2016〜2018 年における AUD、

DOT を感染防止対策加算別に比較したところ、加

算1のAUDは経年的に増加傾向であったが2018年

は減少した。一方、加算 2 では減少傾向であった

が、2018 年は増加した（表２）。 

 

表２. 2016 年～2018 年における感染防止対策加

算別 AUD の比較 

＜加算１＞ 

＜加算 2＞ 

 

DOT については、加算 1 は経年的に横ばいであっ

たが 2018 年は減少し、加算 2 では各年でばらつき

を認めた。加算に関係なく、βラクタマーゼ阻害

薬配合ペニシリンやカルバペネムの AUD は経年

的に減少していた（表３）。 

表３. 2016 年～2018 年における感染防止対策加

算別 DOT の比較 

＜加算１＞ 

＜加算 2＞ 

本結果については、三重県感染対策支援ネット

ワーク研修会にてフィードバックを行うとともに、

登録施設にはメールにてコメントを添えて結果を

送付した。 

NDB を用いて、三重県内の 4 つの二次医療圏 

(北勢、中勢伊賀、南勢志摩、東紀州) における 2016

年の抗菌薬使用動向（AMR 対策アクションプラン

で示されている各指標）の把握、および、全国の他

の二次医療圏との比較を行った。三重県内の 4 つ

の 2 次医療圏に関しても地域差がみられた。東紀

州二次医療圏では、各指標の抗菌薬使用量は概ね

全国中央値以下であったが、東紀州以外の 2 次医

療圏ではいずれの年齢群においても DDD を人口

1000 人当たりで補正した DID は全国中央値より

も高値であった（図３）。 
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図３. 二次医療圏別 AMU と三重県内二次医療圏の

比較 

 

現在、医療機関の AMU サーベイランス体制と

して J-SIPHE が構築されている。ナショナルデー

タとして AMR 対策を行っていくには全ての医療

機関の参加が求められるため、三重県内の医療機

関における AMU サーベイランス体制の現状を調

査したところ一部の医療機関では人的資源やデー

タ抽出の環境が整っていないことややり方がわか

らないため、参加が困難であるという回答があっ

た。こうした結果を受け、J-SIPHE 利用のための参

加型講習会を実施した。今後は、三重県全体で J-

SIPHE への移行を進めていく。 

５．抗菌薬適正使用に関する教育 

抗菌薬適正使用に関する教育については、分担

研究者の鈴木が担当した。既存の MieICNet の活

動内容には、AMR 対策アクションプランで示され

た 6分野の 1つである「普及活動・教育」や「抗

微生物薬の適正使用」は含まれていないため、抗

菌薬適正使用の理解と、感染症診療の基本を学ぶ

ための教育プログラムの開発に取り組んだ。抗菌

薬適正使用の理解と、初学者が感染症診療の基本

を学ぶための教育プログラム（MiMID: Mie 

Master Course of Infectious Diseases）を策定

し、標準的な感染症診療・抗菌薬適正使用の基本

的事項をまとめた手引きを策定した（資料４）。 

毎年春に初期研修医を対象として研修会を実

施、また、２年目の平成 30 年度末には、医師会

等を通じて周知した地域研修会を開催した（３年

目は、新型コロナウイルス感染症発生にて延期と

なった）。 

 

６．高齢者施設等を対象とした研修会 

高齢者施設等を対象とした研修会については、

分担研究者の新居が担当した。三重県内の高齢者

施設を対象に、県下複数個所で研修会を開催した。

県下232の高齢者施設に案内し、37施設（全体15%）

から 67 名の参加があった。講師・ファシリテータ

ーは、三重県内に在職する感染管理認定看護師が

勤め、レクチャー・演習・グループワークを行い、

概ね高い評価が得られた（資料５）。本分担研究で

は、研修会の準備から終了後までの活動内容を整

理した。 

 

７．市民への啓発活動 

市民への啓発活動については、分担研究者の新

居が担当した。初年度は、国の「薬剤耐性（AMR）

対策推進月間」である 11 月を中心に、三重大学病

院感染制御部が主体となり、①ポスター等の啓発

資材の作成・周知、②市民公開講座など学習機会

の提供を行った。本年度の市民公開講座は、小学
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生とその保護者を主な対象と位置づけたため、小

学生にも興味がもつように AMR 関連のイメージキ

ャラクターを作成し、これらのキャラクターを使

ったチラシやスーパーボール、缶バッチ、マグネ

ット、バッグ、Tシャツ、のぼりなどの啓発グッズ

を作成した。 

 三重県内の病院、高齢者施設、保険薬局、津市内

の小学校にチラシとポスターを配布するとともに、

11 月の AMR 対策推進月間、及び、11/13-11/19 の

World Antibiotic Awareness Week にあわせ、JR

津駅と近鉄津駅にポスターを掲示した。また、JR

津駅前にて市民公開講座のチラシの配布や津市内

の大型ショッピングセンターの催し物会場にてプ

レイベントを実施した。 

11 月 23 日（木・祝）に市民公開講座(上手に付

き合おう「バイキン」と「クスリ」～知っています

か「薬剤耐性菌」のこと～)を開催した。市民公開

講座では、講演のほか、手洗い演習や顕微鏡での

微生物観察など体験型のコーナーも設けた。 

２年目は、高齢者とその家族を主な対象と位置

づけ市民公開講座(上手に付き合おう「バイキン」

と「クスリ」～肺炎についてもっと知ろう～)を開

催した。三重県内の病院、高齢者施設、保険薬局に

チラシとポスターを配布するとともに、駅構内に

ポスターを掲示した。また、三重交通のバス 2 台

側面に AMR に関する巨大ポスターを貼り 11月の 1

か月間、人通りが多い路線（津・四日市）で運行を

行った。 

３年目も同様に、患者（特に高齢者）とその家族

をする者を主な対象と位置づけ、市民公開講座(上

手に付き合おう「バイキン」と「クスリ」～肺炎に

ついてもっと知ろう～)を開催した。三重県内の病

院、高齢者施設、新聞折込に AMR に関するチラシ

とポスターを配布した。また、商業施設のデジタ

ルサイネージ 58 面に 11 月の 1 か月間掲示を行う

ことで市民への啓発を行った。県薬剤師会と協働

し、AMR 川柳を募集し優れた作品を日替わりカレ

ンダーに掲載し、病院・保険薬局へ配布した（資料

６）。また、小中学生（養護学校生）を対象に AMR

と感染対策についての出前授業を行った。これら

市民啓発活動の準備から終了までの活動内容を整

理した。本研究班の活動「AMR 啓発グッズとラッピ

ングバスを用いた市民啓発の取り組み」が第３回

薬剤耐性（AMR）対策普及啓発活動表彰式において、

薬剤耐性対策推進国民啓発会議議長賞を受賞する

ことができた（図４）。 

 

図４ 薬剤耐性対策推進国民啓発会議議長賞受賞 

 

D.考察 

本研究班では、AMR 対策アクションプランで求

められる地域の病院と関係機関とが連携した総合

的な感染症対策ネットワークを全国各地で構築で

きるよう、三重県全域を対象地域として、地域モ

デルを構築し、各種 AMR 対策を実施するととも

に、三重県におけるネットワークのモデル事業化

へ向けた検討を行った。 

地域感染症対策ネットワークを全国で整備する

ことを目標とした場合、自治体が実施主体となる

必要がある。対象地域に関しては、三重県のよう
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に都道府県全域での取り組みを実施している地域

もある一方で、保健所単位で実施している地域も

みられることを踏まえ、都道府県並びに保健所を

設置する市及び特別区（都道府県等）が対象地域

としては適切と考えられた。 

ネットワークの方針等を決定する会議体とし

て、三重県は多くの医療系団体、行政機関を含め

ているが、全ての地域で同様の会議体の設置は困

難と考え、地域の医師会・病院協会・薬剤師会・

臨床検査技師会・老人保健施設協会・老人福祉施

設協会などを含める案とした。 

対象施設については、病院・医科診療所がまず

は対象になると考えられるが、AMR 対策を推進し

ていく上で、高齢者施設は重要と考え、高齢者施

設も含める案とした。 

ネットワークが行う事業について、サーベイラ

ンスと AMR 対策アクションに分けて整理した。サ

ーベイランスについて、三重県では、独自の微生

物サーベイランス、抗菌薬サーベイランスを実施

しているが、全国標準を考えると、J-SIPHE に統

一していくのが良いと考え、J-SIPHE を主体とし

た案とした。また、アクションについては、各地

域のネットワーク独自の取り組みもあるが、AMR

対策アクションプランに記載されている内容を主

に記載した。 

本研究班の活動も一助となり、厚生労働省にお

いて、令和２年度から新規事業として「抗菌薬適

正使用推進モデル事業」が開始されることとなっ

た。三重県においては、MieICNet 事業を骨格と

して、本研究班で行った３年間の取組内容も参考

に、令和２年度から新規に開始される抗菌薬適正

使用推進モデル事業の内容を踏まえ、MieICNet

の体制を再構築していく。 

 

E.結論 

平成 27 年度から実施している三重県における

感染症対策の地域ネットワーク（MieICNet）の活

動を基軸に、研究班として活動内容を充実させる

ことができた。また、地域における抗菌薬適正使

用を推進する体制について、本県及び全国の取り

組みをもとに、モデル事業実施要綱（案）を策定

し、令和２年度から開始される「抗菌薬適正使用

推進モデル事業」へとつなげることができた。ま

た、市民啓発の取り組みについては、第３回薬剤

耐性対策推進国民啓発会議議長賞を受賞すること

で、全国に活動を発信することができた。本研究

成果が、地域感染症対策ネットワーク普及の一助

となれば幸いである。 
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